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基本方針の策定にあたって 

 社会環境の変化とともに、価値観が多様化し、地域や家族のあり方、教育をめ

ぐる状況など、子ども達を取り巻く環境も、大きく変化しています。こうした中

で、子ども達が多くの時間を過ごす学校教育現場では、さまざまな課題が生じて

きております。 

 本市において、多くの小中学校で小規模化が進んできており、今後ますます学

校の小規模化が進むことは容易に予想ができます。 

 愛西市教育委員会では、子ども達により良い教育環境を提供するため、学校規

模及び学校配置の基本的在り方について、愛西市立小中学校適正規模等検討委員

会へ意見を求めました。 

 検討委員会は、学識経験者、自治会の代表者、保護者の代表者、学校関係者な

どから構成されており、平成２６年５月から検討がなされました。その集成とし

て、平成２７年１月に提案をいただいたところであります。 

 

 愛西市教育委員会では、将来を見据え、提案を尊重しつつ、児童生徒が「生き

る力」を身に付けられる教育環境を整備し、教育の質の充実を図るという視点に

立ち、ここに「愛西市立小中学校適正規模等基本方針」を示すこととしました。 
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１ 愛西市の小中学校の状況 

（（（（１１１１））））    合併後合併後合併後合併後のののの人口人口人口人口推移推移推移推移    （（（（資料資料資料資料１１１１））））    

住民基本台帳により、愛西市が合併をした平成１７年から平成２６年まで

の人口推移を見ると、全体の人口としては、６７，１７２人から、６５，４

０５人に減少している。そのうち年少人口（０歳から１４歳まで）は、１０，

０８８人であったのが、８，６８４人へ減少した。生産年齢人口（１５歳か

ら６４歳まで）についても、４４，３１３人から３８，７４３人に減少して

いる。一方、老年人口（６５歳以上）は、１２，７７１人から１７，９７８

人に増加している。つまり、年少人口、生産年齢人口が減少しているのに対

し、老年人口は増加している状況である。 

また、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、愛西市の平成２７

年から平成４７年までの人口比率推移は、年少人口（０歳から１４歳まで）

が１３．２％から１０．２％、生産年齢人口（１５歳から６４歳まで）は５

８．３％から５７．１％へと減少が見込まれている。一方、老年人口（６５

歳以上）は、２８．５％から、３２．７％に増加する。総人口を比較すると、

６３，４９９人から５３，０８６人へと推移していく。 

このように、今後の愛西市は年少人口と生産年齢人口の比率が減り、老年

人口の比率が増えていく傾向にあると推定できる。 

 

（（（（２２２２））））    学級編制及学級編制及学級編制及学級編制及びびびび教職員配置教職員配置教職員配置教職員配置のののの基準基準基準基準    

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の第３

条では、「公立の義務教育諸学校の学級は、同学年の児童又は生徒で編制す

るものとする。ただし、当該義務教育諸学校の児童又は生徒の数が著しく少

ないかその他特別の事情がある場合においては、政令で定めるところにより、

数学年の児童又は生徒を１学級に編制することができる。」としている。 

学級編制基準では、小学校の単式学級について、１学年は国・県共に３５

人以下で１学級である。２学年については、国の基準では４０人以下で１学

級、県の基準では３５人以下で１学級である。３学年以上では国・県共に基

準は４０人以下で１学級である。 

愛西市の小学校では、１・２学年は３５人以下で１学級、３学年以上は４

０人以下で１学級である。複式学級では、ふたつの学年の計が１６人以下で

１学級、１年生を含む場合は８人以下で１学級、特別支援学級は８人以下で

１学級としている。 
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学級編制基準における中学校の単式学級では、１学年は国の基準では４０

人以下で１学級、県の基準では３５人以下で１学級である。２・３学年では

国、県ともに基準が４０人以下で１学級である。 

愛西市の中学校では、１学年は３５人以下で１学級、２・３学年では４０

人以下で１学級である。複式学級では、ふたつの学年の計が８人以下で１学

級である。特別支援学級は８人以下で１学級である。 

教職員定数配置基準では、小学校は通常学級と特別支援学級を合わせた学

級数により教職員の配置数が決まる。中学校では通常学級数と特別支援学級

数それぞれに応じて教職員の配置数が決定する。なお、配置数に事務職員及

び養護教諭は含まれない。 

学校規模についての法令上の定義について、学校教育法施行規則の第４１

条では、「小学校の学級数は、１２学級以上１８学級以下を標準とする。た

だし、地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りではない。」

としている。第７９条で中学校に準用する旨を規定している。この定義から

国が定める適正規模とは、小学校では１学年で２学級から３学級までが適正

規模であり、中学校では１学年で４学級から６学級までが適正と理解できる。 

また、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令の第４

条において、「法 第３条第１項第４号の適正な規模の条件は、次の各号に

掲げるものとする」とある。 

・学級数がおおむね１２学級から１８学級までであること。 

・通学距離が、小学校にあってはおおむね４キロメートル以内、中学校に

あってはおおむね６キロメートル以内であること。 

※法 第３条第１項第４号とは、「公立の小学校及び中学校を適正な規模にするため統合し

ようとすることに伴って必要となり、又は統合したことに伴って必要となった校舎又は屋内

運動場の新築又は増築に要する経費２分の１を国が負担する」内容である。 

    

（（（（３３３３））））    各各各各小中学小中学小中学小中学校校校校のののの現状現状現状現状とととと推移推移推移推移    

出生数と児童生徒数推移調査によると、小学校の児童数は平成１７年が４，

２５６人に対し、平成２６年では３，６０３人と大きく減少している。中学

校の生徒数は平成１７年が１，９０３人なのに対し、平成２６年では２，１

７８人に増加している。しかし、今後は小学校の児童数が減少傾向にあるの

で、徐々に減少していくと予想される。（資料２） 

平成２７年から平成３２年の学校別児童生徒数推移に目を向けると、特に
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減少が著しい学校がある。平成２９年には開治小学校の児童数が１００人以

下となり、平成３１年には八輪小学校の児童数が１００人以下となる見込み

である。（資料３）そして、１０人前後で１学年、１学級になる年がでてく

る。（資料４） 

小中学校学級数は、平成２６年の小学校の通常学級の数は１２４学級で、

平成３２年には１０７学級となり、今後６年のうちに１７学級減少すると見

込まれる。中学校では平成２６年の通常学級は６４学級で、平成３２年は５

０学級となり、今後６年のうちに１４学級減少すると見込まれる。（資料３） 

現在、立田北部小学校、立田南部小学校、八輪小学校及び開治小学校は、

全学年単学級となっている。（資料５）また、西川端小学校は平成３０年に、

市江小学校は平成３１年に、八開中学校は平成３１年に全学年単学級となる

見込みである。（資料３） 

そして、平成３２年までの学級規模別学校数の推移は、小学校では過小規

模校（５学級以下）は福原分校の１校、適正規模校（１２学級から１８学級

まで）が佐屋小学校、永和小学校及び北河田小学校のわずか３校で、小規模

校（６学級から１１学級まで）が９校となる見込みである。中学校では過小

規模校が八開中学校の１校、適正規模校がわずかに佐屋中学校の１校で、小

規模校が４校になる見込みである。（資料６） 

今後の愛西市の小中学校の推移は、少子化と過疎化による児童生徒数の減

少によって、必然的に小規模化が進んでいくと予想される。 

 

（（（（４４４４））））    学校施設学校施設学校施設学校施設のののの状況状況状況状況 

愛西市の地区別の学校数は、小学校では、佐屋地区の４校、立田地区の２

校と福原分校、八開地区の２校、佐織地区の４校である。（資料７） 

また、中学校については、佐屋地区の２校、立田地区の１校、八開地区の

１校、佐織地区の２校である。（資料８） 

校舎の構造は、全ての小中学校が鉄筋コンクリート造であり、建築年は、

昭和４０年代から５０年代に集中しており、それぞれの学校に体育館を併設

している。 

建物の耐用年数の基準は、従来、財務省の減価償却資産の耐用年数等に関

する省令で、鉄筋コンクリート造の学校又は体育館用の耐用年数は６０年で

あった。その後、平成１０年の改定で４７年となっている。 

また一方で、社団法人日本建築学会の昭和６３年「建築物の耐久計画に関
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する考え方」によれば、建物全体の望ましい目標耐用年数として、鉄筋コン

クリート造の学校の場合、普通品質で５０年から８０年まで、高品質の場合

は８０年から１２０年までとされている。 

 

２ 学校規模及び学校配置の適正化の必要性  

（（（（１１１１））））    規模規模規模規模にににによよよよるるるる利点利点利点利点とととと課題課題課題課題        

愛西市の小学校１２校（福原分校を除く）では、児童数１１２人、８学級

の学校がある一方で、児童数６４８人、２２学級の学校もある。また、中学

校６校では、生徒数１３３人、５学級の学校がある一方で、生徒数８２４人、

２５学級の学校もある。そのため、児童生徒のより良い教育環境の確保、地

域との関わり、学校施設の老朽化の対応に十分配慮しなければならない。そ

こで、児童生徒の視点に立って、学習・生活面、教育面、学校運営面の利点(メ

リット)や課題(デメリット)を市内小中学校の現状や他自治体の検討結果を

参考にしながら次のようにまとめた。  

 

○小規模校における利点と課題 

利 点（メリット） 課 題（デメリット） 

児

童

生

徒  

・児童生徒間のコミュニケーションや

人間関係が深まる。  

・児童生徒全員の状態が把握しやすい。 

・意見の交換が少なく、共学心が沸きにくい。 

・クラスの中での競争心がなくなる。 

・クラス替えがないため、仲間関係が変わら

ない。 

・部活動の選択肢が限られる。 

教 

育 

・個性や特性に応じたきめ細やかな指

導ができる。  

・学校行事などの種類が限られ、学校の活性

化が図りにくい。  

学

校

運

営  

・学級数に対して、特別教室・体育館・

運動場の割り当てが多くなる。 

・授業の取組みや教材等の研究・意見交換が

少なくなる。  

・ＰＴＡや地域への負担が大きくなる。  

・ある程度の学級数がないと、教科ごとの専

任科目の教職員の人数が足りない。 

・競技会の練習で人数が足りない。 
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○大規模校における利点と課題 

利 点（メリット） 課 題（デメリット） 

児

童

生

徒  

・多くの出会いから様々な経験ができ、

忍耐力や包容力を身に付ける機会に恵

まれやすくなる。 

・集団の中で仲間から刺激を受け、認め

合い、協力し、高め合うことで成長でき

る。 

・静かで落ち着いた生活環境ができあがりに

くくなる。 

・児童生徒一人ひとりに目が届きにくくな

り、生徒指導や健康状態の把握が難しくな

る。 

教 

育 

・学校行事や学習活動で集団の力が発揮

され、学校が活性化する。 

 

・各学級の学習進度の調整、指導方法の徹底

が難しくなる。 

学

校

運

営  

・各学年に複数の教員が配置され、学年

としての取り組みや教材の協議ができ

る。 

・教員数がある程度多いため、経験、教

科、特性などの面でバランスの取れた教

職員配置をしやすい。 

・教職員相互の連絡調整や連携が不十分とな

りやすく、学校内の教育目標や活動の一貫性

に欠ける可能性がある。 

※大規模校については他自治体の検討結果を参考に作成。 

（（（（２２２２））））    適正化適正化適正化適正化のののの要件要件要件要件        

教育の公平性、機会均等の観点から、学校の規模、通学距離・時間、教育

施設・設備など平等に提供されることが望ましい。しかし、本市では児童生

徒数や学級数、通学距離などに大きな学校間較差が生じている。 

今後は、児童生徒、教職員、学校運営面の課題を解消し、より充実した教

育環境を構築するために次の点に配慮して、適正化をめざす必要がある。  

ア 児童生徒の望ましい集団生活を通して、学力定着、学習意欲向上、規律

や協調性、競争心、コミュニケーション能力が育まれるような学級規模・

人数にする。  

イ 児童生徒の通学距離・時間等に配慮し、心身の負担を軽減する。 

ウ 授業の改善や指導法等の研究を充実させるために、同じ学年での情報交

換や研究協議などができる環境を作る。特に中学校では、各教科担当教員

と教科によっては複数の担当教員が配置される必要がある。 

エ 学校、ＰＴＡ、地区の地域性や歴史に十分配慮して将来の学校像を考え

る。  

 



‐7‐ 

 

３ 学校規模及び学校配置の適正化に係る具体的な方策  

（（（（１１１１））））    学校規模学校規模学校規模学校規模のののの適正基準適正基準適正基準適正基準        

適正配置及び規模の適正化に係る基本的な考え方として、学校教育法施行

規則第４１条及び第７９条、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関す

る法律施行令第４条、旧文部省助成課資料などを参考に検討を行った結果、

本市小中学校の適正基準は、次のとおり定義する。 

 

 小 学 校 中 学 校 

過小規模校  ～５学級  ～５学級  

小規模校  ６学級～１１学級  ６学級～８学級  

適正規模  １２学級～１８学級  ９学級～１８学級  

大規模校  １９学級～３０学級  １９学級～２４学級  

過大規模校  ３１学級～  ２５学級～  

    

（（（（２２２２））））    学校規模及学校規模及学校規模及学校規模及びびびび学校配置学校配置学校配置学校配置のののの適正化適正化適正化適正化をををを図図図図るるるる手法手法手法手法        

適正規模及び配置を図る手法として、過小規模校、小規模校を中心に、学

級数、児童生徒数の推移を見ながら、統廃合、小中一貫教育、通学区域、通

学方法について検討を行う。  

ア 学校の統廃合  

今後の学級数、児童生徒数の推移を踏まえ、異学年との交流や職員同士

の情報共有などのメリットを総合的に考えた場合、適正化の方策として適

した手法の一つであると考える。しかし、学区間の整合性、地域の歴史や

思いなどに十分配慮する必要がある。  

イ 小中一貫教育  

小中一貫教育として、児童生徒数の少ない小中学校を統合し新しい学校

を新設する「施設一体型」や施設はそのままに小中９年間を通したカリキ

ュラムを組み、児童生徒同士や教職員同士の交流を行う「施設分離型」な

どがある。愛西市としての小中一貫教育による適正化を保護者や地域の理

解を得ながら考えていく必要がある。 

ウ 通学区域の再編 

通学区域の再編は、適正規模の基準を満たさない学校と隣接の学校の学

校区を一部見直すことによって学校規模の適正化を図る手法と考える。し
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かし、通学距離や安全性、旧町村の地域性などを十分考慮し、慎重に検討

する必要がある。 

エ 通学方法 

施設費の国庫負担基準では、小学生の通学距離はおおむね４キロメート

ル以内とある。しかし、２キロメートルの範囲でも低学年児童には通学時

間が１時間近く掛る所もあり、小学生の通学距離としては広範囲であると

考える。したがって、愛西市独自の基準を定め、通学距離が長い児童に対

してスクールバスを運行する必要性や、安全かつ心身の負担を軽減する通

学路の改善の検討が求められる。 

 

（（（（３３３３））））    学級編制学級編制学級編制学級編制のののの適正化適正化適正化適正化のののの考考考考ええええ方方方方    

ア 下限について    

小学校では、集団生活を通して規律や協調性、競争心、コミュニケーシ

ョン能力等を育てられる人数を想定し、検討を進めた。 

現在、１・２学年の時点で１学級の児童数が３６人であると２学級にな

ることから、少なくとも１学級に１８人程度の人数が望ましいと考えられ

る。よって、小学校の下限を６学級（１学級×６学年、児童数は１０８人

程度）とする。 

中学校では、教科専門の教員が配置出来ないことや、部活動、集団的な

活動が制約されることなどの課題が生じている。 

１学年の時点で１学級の人数が３６人であると２学級になることから、

１学級１８人程度の生徒数で単学級でないことが望ましい。よって、中学

校の下限を６学級（２学級×３学年、生徒数は１０８人程度）とする。 

イ 上限について 

 小学校では、１校あたり３０学級とする。また中学校では、１校あたり

２４学級とする。愛西市の児童生徒数や学級数の推移では今後、減少して

いく見込みであるため、現時点で検討の必要がないと考える。 

ウ 上記以外の学校の取り扱い 

愛西市では、適正規模の基準を満たさない学校であっても、創意工夫を

しながら学校づくりが行われている状況である。適正基準を満たさないか

ら、ただちに不適切であると結論づける必要はない。今後の児童生徒数の

推移や社会性を育てられる環境などを考えながら、望ましい学校規模に向

けて統廃合や小中一貫教育、通学区域の再編、通学方法等の検討をする。 
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４ 学校規模及び学校配置の適正化に向けた取組みの留意事項 

 適正規模化の取組みは、学校と地域との連携、交流の場として地域コミュニティ

の醸成に果たしてきた役割や歴史的経緯、地理的条件などの地域事情に十分配慮す

る必要がある。 

 そして、教育行政施策・教育行財政制度にも目を向けるとともに、地域の特性や

将来の動向を見極めながら、学校施設の複合化・統廃合後の教育財産の活用など新

たな視点に立った検討も期待されている。 

 愛西市として、今まで築きあげてきた教育成果を大切にしながら、児童生徒の育

ちを最重要目標に掲げ、次代を創る力を育てるための教育環境整備を地域住民と一

丸となり計画的に進めていく。 

 

 

 

 

おわりに 

 少子化や核家族化、地域のコミュニティの希薄化など、児童生徒を取り巻く

教育環境が大きく変化している中、愛西市教育委員会は、愛西市立小中学校適

正規模等検討委員会から提案を受け、学校規模及び配置の適正化に関して検討

したところ、概ね共通した理解を持つこととなりました。 

 なお、学校の規模及び配置については、当該校の児童生徒、保護者、地域住

民の十分な理解と互いの共通の認識の下に協議を行い、地域の実態に合わせ、

円滑な推進を図っていきます。 


